【 河 川 境 界 確 定 手 続 き の 流 れ 】
１．境界確定申請書の提出、郡山土木事務所管理課で受付
２．境界明示担当から申請者（申請を委任している場合は代理人）へ立会日時について調整依頼
３．申請者又は代理人にて隣接･点接土地所有者及びその他関係者（自治会長、水利組合長、市
町村担当者等）との立会日時等の調整及び連絡
４．現地にて立会い
５．境界確定図（検図用）を土木事務所へ１部提出、検図後に修正箇所の指示
６．修正した境界確定書、境界確定書に関係者の署名・押印・割印を行い土木事務所へ２部提出（A4折り）
７．決裁後に境界確定書及び境界確定図へ知事印を押印し申請者に１部交付

【河川境界確定申請における添付書類について】
（1） 境界確定申請書
・境界確定申請書の申請人は土地所有者とすること。
（共有地の場合は、共有者全員による申請又は代表者を申請人とする場合は申請人
以外の共有者の委任状を添付すること。）
・押印する申請者の印は、実印とし、印鑑登録証明書を添付してください。
（2） 委任状
・代理人の連絡先を必ず記載してください。
（3） 位置図
・申請地の位置が分かる縮尺のものかつ申請地を着色すること。
（4） 実測平面図
・縮尺は1/500以上
・当該申請箇所及びその周辺の地形、地上物件を表示
・地名及び地番を表示
・測量年月日及び測量者の資格職氏名及び押印
（5） 実測断面図
・縮尺は1/100以上
・地形に応じて必要箇所の断面をとること。
・測量年月日及び測量者の資格職氏名及び押印
（6） 隣接土地調書及び登記簿謄本

（7） 法務局備え付けの地籍図（公図）の写し
・当該申請箇所を着色すること。
　　　・申請区間が地籍図の境界にあたる場合は合成図も準備してください。
　　　　合成図には、合成年月日、合成者の資格・職・氏名・印を表示すること。
（８）法務局備え付けの地籍測量図の写し
    ・申請地周辺の地籍測量図があれば、その写しを添付
（９）その他
    ・土地の状況により、戸籍謄本や同意書等の必要書類の添付を依頼することがあります。
　　・立会人の協議不成立などの事情により、立会後1年を経過する申請書については申請者へ返却します。

【境界確定図について】
○　境界の立ち会い後、図面を提出していただきます。
・検図１度目は１部を土木事務所へ提出してください。
○　境界確定図面への表示事項
・境界確定する範囲の町名を○○市○○町地内と表示
・方位及び縮尺の表示
・河川名及び流れの向きを表示
・申請地、隣接地及び点接地の地名及び地番
（申請地は「朱書き」および「申請地」の記載を入れる。）
・測量の年月日及び測量者の資格職氏名
・立会年月日
・境界確定線は「朱線」で表示
・境界点（杭）間距離、確定延長を「朱書き」で表示
（端数処理は、小数点第三位まで算出し小数点第三位を切り捨て第二位まで求めること。）
・座標を用いる場合は座標の一覧表を表示
・引照点は座標を用いる場合は２点以上、その他の場合は３点以上設けること。
・隣接地に既明示がある場合は確定番号及び確定年月日を表示
・平面図へは断面の切り位置を表示
・押印欄（土木事務所押印欄は「官職」表示）
　・その他（検図時に依頼した表示）




【留　意　事　項】
・境界確定手順（押印箇所、記入方法等）は各土木事務所によって異なります。
・地元代表者等（自治会長、水利組合長等）の署名は肩書を記入し、押印は地元保管の
公印を使用すること。

【申　請　先】
大和郡山市満願寺町６０－１
奈良県郡山土木事務所管理課　　電話：０７４３－５１－０２０５


様式第1号

境界確定申請書


１　申請の理由

２　境界確定を申請する区域

　　　市　　　　　　　　　町
　　　　　　　　　　　　　　　　大字　　　　　　　　　　　　　番地
　　　郡　　　　　　　　　村

３　隣接する国有地又は県有地の種類


　上記申請区域に所在する国有地・県有地と隣接土地との境界が不明ですから確定して下さるよう関係書類を添えて申請いたします。


　令和　　年　　月　　日


住所

氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　実印

電話



奈良県知事　荒井　正吾　殿

様式第２号

委　　　任　　　状


私　儀
を代理人と定め、
下記の権限を委任します。


　　１．土地の所在

　　２．私所有の上記土地と国有地・県有地（　　　　　　）との境界確定に関する申請から完了に至るまでの一切の権限


　令和　　年　　月　　日



土地所有者

　　　　　　　　　　　　　　住　所

　　　　　　　　　          氏　名　　    　　　　　　　　　　　　　実印







様式第３号

委　　　任　　　状


私　儀
を代理人と定め、
下記の権限を委任します。


　　１．土地の所在

　　２．私所有の上記土地と国有地・県有地（　　　　　　）との境界確定に関する権限。
　　　　ただし、現地立会及び境界の決定についての権限は委任の範囲から除外します。


　令和　　年　　月　　日



土地所有者

　　　　　　　　　　　　　　住　所

　　　　　　　　　          氏　名　　    　　　　　　　　　　　　　実印






様式第４号

委　　　任　　　状


私　儀
を代理人と定め、
下記の権限を委任します。


　　１．土地の所在

　　２．私所有の上記土地と国有地・県有地（　　　　　　）との境界確定に関する委任の範囲は次のとおりです。
　　　　
　　　（１）申請に要する図書及び資料の作成並びに提出に関すること。
　　　（２）現況実測平面図作成者としての現地立会。
　　　（３）境界確定書の受領に至るまでの事務。


　令和　　年　　月　　日



土地所有者

　　　　　　　　　　　　　　住　所

　　　　　　　　　          氏　名　　    　　　　　　　　　　　　　実印
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なお、座標軸法で作成された図面については、当該図面に2点以上の引照点（恒久的地物であること。）を表示すること。
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立会年月日

測量年月日

実印

境界杭の位置を記載し、境界杭間距離を記載するとともに、代表する複数の境界杭と３点以上の恒久的地物との距離を記載すること。
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